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写真左から、斎藤義房（広報委員長）、平井昭夫 岡山支部長、山下貴司法務大臣、
村越進理事長、谷眞人（幹事長＝聞き手）、伊藤敬史（広報副委員長）

法務省は国の基本法を扱う省庁であり、法の支配
を実現するものとして重要な責務を負っています。
世の中はデジタル時代となり、所有者不明土地の問
題をはじめとして、従来の枠組ではうまく処理がで
きないものについては、躊躇なく制度を変更するこ
とを含め、法に対する国民の信頼の上に、時代にあっ
た法のあり方を考えていきたいと思います。

立法府は法律を作る機関ですが、法律実務家は一
番のユーザーであり、最も実態を知っていると思い
ます。法曹が議員になることはアメリカでは当たり
前ですが、日本の法律家には、もっと立法府に入っ
ていただきたいと思います。大臣は内閣の一員とし
て行政を行う訳ですが、行政府にこそ、リーガルマ
インドが必要だと思います。近年は閣法が多く、法
律家が内容にしっかりと目を配り、国民に立法の意
味を説明する必要があります。

沢山ありますが、昨年の臨時国会で成立した改正
入管法については、今後は、受け入れと共生が課題
になると思いますので、多文化共生社会を実現する
ための総合的対応策に基づき、しっかり取り組んで
いきたいと思います。その他、所有者不明土地問題、
民事執行法の改正、特に養育費の回収方策の強化、
裁判のＩＴ化、再犯防止推進計画、法曹養成制度改
革などを進めたいと思っています。

私の法曹政治家としての原点は、東日本大震災の
ときに宮古市に行って、災害の現場をこの目で見て、
法律相談を実際に行ったりしたところにあります。
その現地で、登録２年後の若手弁護士が、どんな支
援制度があるか、集めた情報を集約した手作りの冊
子を配り、それが住民にとても役立っている事など
を目撃し、弁護士が住民に寄り添って発信すること
が、国レベルの取り組みに力を与えてくれると実感
しました。三権は法律を軸に動いています。弁護士
が活躍する場は非常に多いと思います。政治家には
和解の精神が大事ですが、それは法曹なら誰もが得
意なことだと思います。弁護士にも、もっと政治に
参加して欲しいと思います。

新時代の法のあり方を
考える

インタビュー

山下貴司法務大臣に聞く

法務大臣室にて

Q ご就任おめでとうございます。早速ですが法務
大臣としての意気込みについてお話ください。

Q 今年、法務省として重点的に取り組みたいこと
はどのような課題ですか。

Q 全国の弁護士・弁護士会にメッセージをお願い
します。

Q 山下大臣は元検事・現在弁護士でいらっしゃい
ますが、法曹が国会議員あるいは内閣の一員と
なることの意味について、どのようにお考えで
しょうか。
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【出井】　本座談会の司会
を務めます出井直樹と申
します。2016年 4 月から
2018年 3 月まで日本弁護
士連合会の事務総長を務
めておりました。現在は
日弁連の「弁護士と依頼
者の通信秘密保護制度確
立ワーキンググループ」
の副座長を務めておりま
す。2018年来、独禁法改
正をめぐって依頼者と弁
護士の間の通信秘密保護制度、いわゆる依頼者弁護
士秘匿特権（attorney-client privilege）に関する
議論が起こっています。日本弁護士連合会は課徴金
減免制度の見直しが企図されている今回の独禁法改
正に合わせて、長年の課題であった依頼者・弁護士
通信秘密保護制度の確立を主張しております。本日
は、このような状況を背景にして依頼者・弁護士通
信秘密保護制度とは何なのか、どういうところに問
題があるのか、日弁連や経済界の取組はどのような
ものか、などを議論いただきたいと思います。それ
ぞれ簡単に自己紹介をお願いします。

【佐成】　二十数年前に企業内弁護士になり、外資系
企業の方から依頼者・弁護士通信秘密保護制度につ
いて聞き、当時私はピンとこなかったのですけど、
それ以来関心をもっています。本日は所属する組織

には関係のない私見を述べることをお断りします。

【下平】　下平と申します。私はメーカーの法務部で
契約審査や紛争解決など各種の案件を担当してきま
した。依頼者・弁護士通信秘密保護制度とのかかわ
りという意味では、2000年にアメリカのロースクー
ルに留学させてもらい、ニューヨーク州の弁護士の
資格を取得し、その後当社の独禁法に関するアメリ
カでの調査ですとか、あと独禁法ではないのですけ
ど、契約に関してのアメリカでの訴訟等を担当し、
証拠書類の提出や証人の証言をとる中で実務上秘匿
特権がどう取り扱われるのかを現場で見てまいりま
した。なお、以下の私の発言もすべて私見であり、勤
務先・所属機関の見解を述べるものではありません。

【山本】　弁護士の山本でございます。日弁連の「弁
護士と依頼者の通信秘密保護制度確立ワーキンググ
ループ」の事務局長としてこの問題にかかわってお
ります。また、業務として、とくに国際的な側面が
ある企業法務を中心に手がけております。

依頼者・弁護士通信秘密保護制度とは

【出井】　本日は、依頼者・弁護士通信秘密保護制度
の対象、当事者である依頼者である事業者の側から
と弁護士の側、両方の側から参加していただいてお
ります。はじめに「依頼者・弁護士通信秘密保護制
度」とは何かについて、山本さんから簡潔にお願い

山本 晋平 氏
日弁連

依頼者と弁護士の通信秘密保護
制度の確立に関するWG事務局長
第二東京弁護士会会員

下平 高志 氏
企業法務部勤務

米国ニューヨーク州弁護士

佐成 実 氏
仲裁ADR法学会会員
第二東京弁護士会会員

依頼者・弁護士間の通信秘密保護制度の確立を
� 司会　出井 直樹　前日本弁護士連合会事務総長
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いたします。

【山本】　端的にいいますと、弁護士に依頼し相談す
る依頼者が、弁護士との相談内容、コミュニケー
ションを秘密にできるというのがこの制度の内容で
す。日本では、民事・刑事の分野では、この考え方
に沿う制度は一定程度ございます。民事訴訟の場合
は文書提出命令の除外事由があり、弁護士の守秘義
務の対象となる事項を記載した文書や、自己使用文
書は除外されています。刑事については、接見交通
権、すなわち身体拘束された場合の被疑者などにつ
いて弁護士が捜査機関の立会いなく接見できる権利
ははっきりしておりまして、かつ、その後たとえば
取調官が弁護士との相談内容を聞き出すことを違法
とした裁判例もあり、弁護士から受け取った手紙を
拘置所で差し押さえたことを違法とした裁判例もあ
ります。ただ、民事でも依頼者の側の証言拒絶権が
明確ではなかったり、刑事でも身体拘束されていな
い場面で依頼者の手元にある情報が捜査対象になっ
た場合どうなるのかなど不明確な部分があるかと思
います。大前提として日本の弁護士には守秘義務が
ありまして、職務上の秘密について証言の拒否がで
き、刑事の差し押さえについても拒否権がありま
す。従って、依頼者と弁護士の間のやり取りが弁護
士の方から外に出ることはないという点では世界と
日本の弁護士の間にそん色はないのですけれども、
依頼者の手元にある情報はどうかという点において
問題があると考えています。

【出井】　ただいま制度がどういうものなのか、それ
から、民事訴訟・刑事訴訟それぞれにおいて同じよ
うな効果を持った仕組みはあること、ただ不完全で
あるということをご説明いただきました。それでは
行政手続ではどうなのでしょうか。

【山本】　行政手続に関しては手がかりとなる規定は
ないと言わざるをえないと思います。独禁法の分野
でJASRAC事件（東京高裁2013年 9 月12日）があり
まして、公正取引委員会が弁護士の意見書等を実際
に立ち入って留置し、それが審判手続で証拠として
使われ、かつその証拠をライバル企業が閲覧する場
面で元の企業側が異議を述べて行政訴訟で争ったわ
けですが、裁判所は、弁護士の意見書等を秘密にす
る権利は現行法上はないと判断しました。もともと
日本の行政調査の分野では手続保障は非常に弱いと
言われていましたが、独禁法手続での依頼者弁護士
通信秘密保護に関して裁判例でも否定されたのが現
状です。

諸外国の状況

【出井】　諸外国の状況についてお聞きしたいと思い
ますが、佐成さんからお願いします。

【佐成】　コモンロー上のプリヴィレッジ（privilege）

として発達したものですが、英国の場合と米国の場
合で違いがあります。とくに20世紀以降ですけど、ア
メリカ独自の発展を遂げて、かなり強力な制度になっ
たものと思います。個人情報や通信に対して国家が
規制している中国などには存在していないことは明
瞭ですが、アメリカにおいては自由を担保するために
必要な制度であると認識されていると思います。

【下平】　大陸欧州については英米法と違う体系から
スタートしているのですけど、欧州の競争法当局も
弁護士と依頼人からの通信秘密は保護するというこ
とがルール化されていると認識しています。ただ、
欧州においては「社内弁護士と会社の通信について
は保護の対象から除く」とされています。

【山本】　下平さんがおっ
しゃったように、大陸法
系でも弁護士の守秘義務
の反射的な権利という形
で考え、とくに独禁法・
競争法の分野では、当局
においても執行を各国で
協調・連携して行う中で
手続保障としての依頼
者・弁護士通信秘密保護
が国際的コンセンサスに
なっています。欧州委員
会でも認められていますし、それから例えばオラン
ダ、スウェーデン、トルコなどでは、少なくとも独禁
法・競争法の分野では1980年代以降に国内法として
導入されています。最近は、メキシコなどでもそれに
ならって裁判例で認められる動きになっています。

独禁法実務の状況

【出井】　独禁法の実務、独禁法調査の実務ではどの
ようなことが起こっているのか、とくに企業側から
みてどういう動きがおこっているのかをお話いただ
ければと思います。下平さんいかがでしょうか。

【下平】　先ほど山本先生からお話があったJASRAC
事件判決で、弁護士とのやり取りが保護されないと
いうことを明確に言われてしまったので、弁護士に
相談することが非常にやりにくくなっていると思い
ます。例えばカルテルの疑いのあるような事例が社
内で見つかったとすると、まず社内で調査をするわ
けですが、仮に本当に問題があると思えば自主申告
するなり意思決定をしなければなりませんので、そ
こで当然外部の弁護士のご意見を聞く必要がありま
す。自社にとって不利に見られそうな証拠ほど、外
部の弁護士に見ていただいて客観的に評価をいただ
く必要があるのですが、私どもが相談した内容が公
正取引委員会に筒抜けになってしまうといたします
と、弁護士に卒直に相談することが逆に自分にとっ
て不利になるのではないか、と不安になり、弁護士



benseiren  news　No.55　2019年 1 月

座談会

4

への相談をためらってしまうということになりかね
ません。そうすると本来外部の弁護士にきちんと評
価してもらえば違法の可能性が高いから自主申告を
しようとなったような事案であっても、間違った判
断を社内でしてしまって後でより大きな問題になる
ことになる。そういったインフォームド・ディシ
ジョンができないというのが一番の問題だと思いま
す。独禁法の世界は海外とのハーモナイゼーション
が進んでおり共同調査も行われるので、国際カルテ
ルなどですとアメリカや欧州に広がっていく。日本
で通信秘密が保護されていないとなると、日本で相
談した内容についてはアメリカの民事訴訟で開示を
強制されます。となっていくというようなリスクが
あるものですから、国際事件ではどういった形で相
談するのかが非常に悩ましくなっているという認識
です。

【出井】　ただいま依頼者と弁護士の間のやり取りが
開示強制させられてしまうということによってどの
ような問題が起き得るのかについて、この問題の核
心に迫ったお話しを伺えたと思います。それでは今
度は弁護士の側から見てどのような問題になるの
か、山本さんいかがでしょう。

【山本】　日本の独禁法の実務に携わっている弁護士
の多くは、依頼者に対するアドバイスを書面に残さ
ないようにしており、そのような実務が定着してい
るといっていいと思います。一つにはアドバイスを
依頼者の手元に残すとそれを公正取引委員会が留置
して持っていくことを想定しなければならないため
ですし、また、日本で弁護士とのコミュニケーショ
ンが保護されていないことが海外で知られています
ので、本来は例えばアメリカの弁護士が日本の本社
に直接書面でアドバイスすべきところを、それを避
けて日本の弁護士と電話でコミュニケーションする
だけにとどめる。あるいは日本企業案件で米欧の弁
護士との電話会議をする際日本の弁護士は外すとい
うことさえ、ときには生じていると聞いています。
先ほど下平さんがおっしゃったように、とくに違法
の可能性があるという指摘を本来弁護士はすべき立
場にあるのですが、それを書面で具体的に伝えられ
ない、ということになります。その後の社内調査を
やってもらえればそれが本当に違法なのかがわかる
わけですが、社内調査をすることをまず社内で意思
決定してもらうためには、法務部の担当者だけの問
題ではないわけです。独禁法はかなり複雑なところ
があり、こういう場面だったらこうなります、こう
いう事情があればこうなります等々、いろいろあり
得るのです。ある場面ではどうなるかという具体的
アドバイスをするような意見を書面でもらわなけれ
ば、法務部の担当者は社内でなかなか役員とか営業
の役員を含めて説明・説得できない場面もあると思
うのですが、それが最初の段階でできない。最初の
段階で躓くと、その後本来コミュニケーションにお
いて事実解明できるところも進んでいかないことに

なってしまいます。

経済界・弁護士会の取組

【出井】　そのような問題を前提として経済界はどう
いうことを求めているのか、あるいはどういう取組
をされているのか、佐成さんお願いします。

【佐成】　日本には制度がないことは諸外国にかなり
よく知られていて、充分なリーガルサポートを受け
るのが困難になっている状況があります。それを前
提として、独禁法の執行が強化されるなかで事業者
側として手続保障を充実させる観点で秘匿特権の問
題をクローズアップしてきているという認識です。
課徴金減免制度の見直しをするこの機会に、依頼
者・弁護士通信秘密保護のための制度的担保を期待
する声があると認識しています。

【出井】　日本弁護士連合会の取組について山本さん
お願いします。

【山本】　独占禁止法の分野では、2007年から2017年
6 月に至るまで少なくとも 6本の意見書を出して是
正を求めております。それから2016年 2 月には通信
秘密保護制度に関する基本提言として、独禁法に限
定しない形で基本的な提言もしております。

【出井】　先ほど出た社内弁護士との通信が依頼者・
弁護士通信秘密保護制度の対象になるかどうかにつ
いて、アメリカとヨーロッパでは制度が異なるとい
うことも伺いましたが、そのあたり、日本の制度と
してはいかがですか。

【佐成】　今の世の中では
違法行為が疑われる場合
は独禁法に限らず社内調
査をしなければならない
わけで、社内弁護士も増
えてきており、これを活
用しない手はありませ
ん。この制度に関して社
外の弁護士と社内の弁護
士を分けてしまうこと
は、今後大きな問題を生
ずるのではないかと感じ
ます。

【下平】　やはり社内の弁護士が実際の社内調査では
手を動かして調査する面が大きくはなりますので、
そういう意味でそこまで認めていただけるのがベス
トではあると思います。もっとも、仮に社外弁護士
に限られたとしても、社外の弁護士から法務部員な
り社内弁護士に指示をしていただいて調査をすると
いうような工夫があり得るかなと思います。



5
benseiren  news　No.55　2019年 1 月

【山本】　日本では弁護士法や訴訟法を含めて外部の
弁護士か社内弁護士かによって権利や義務を分ける
という立場に立っていません。例えば証言拒絶権あ
るいは懲戒についても、日本は社内弁護士も外部の
弁護士も同じです。EUはそもそも弁護士法制が違
う国の集まりということもあって、一定の限定をせ
ざるを得なかったという事情があります。例えばフ
ランスではそもそも社内に資格の持った弁護士が存
在することを認めていない制度です。その点で日本
と異なることは申し上げておきます。また、この通
信秘密保護制度の要件の問題として、法的助言に関
するコミュニケーションでなければならない、それ
から秘密性のあるコミュニケーションでなければな
らないという点もあります。ビジネス上の普通のコ
ミュニケーションは保護されるわけではないという
ことです。

この制度に対する慎重意見について

【出井】　ありがとうございました。依頼者・弁護士
秘密通信保護制度について、経済界、弁護士会両方
の立場、導入積極の立場からご説明いただきまし
た。一方、この制度については慎重意見もありま
す。第一に、実態解明機能を阻害するのではないか
という点です。依頼者と弁護士の間のやり取りを開
示しなくてよくなる結果、公正取引委員会の事実認
定に供される情報に制限が加えられることになり、
それによって独禁法調査手続における実態解明機能
を阻害するのではないかという慎重意見です。もう
一つは、この制度が濫用されるのではないかという
点です。本当は依頼者と弁護士の間の通信ではない
のに、すなわち秘密保護の対象要件を満たさないの
に秘密保護の対象だと主張する問題です。さらには
証拠隠しや事実隠ぺいに使われるのではないかとい
う問題も言われています。これらについてどのよう
に考えるか聞かせていただきたいと思います。まず
実態解明機能の阻害についてどう考えるかについ
て、下平さんお願いします。

【下平】　この通信秘密保護制度というのは、われわ
れ依頼者と弁護士との通信自体を第三者から見られ
ないようにする制度です。例えば事業者間の電子
メールのやり取りであったり、担当者の証言だった
り生の証拠材料を出さなくてもいいという制度では
ございません。直接的な証拠なり材料については従
来通り証拠として、当局で分析なり評価なりをして
いただくことになるので、実態の解明ということに
障害にならないと私自身は思っております。

【佐成】　そもそもアメリカなど秘匿特権が存在して
いる国においては秘匿特権があるから自由に話せる
という面もあります。いま日本では本来は文書等に
よってコミュニケーションすべきところを口頭で行
う形になってしまっており、不正確なコミュニケー
ションの結果、弁護士から本来受けられる充分な

リーガルサービスが受けられないことになります。

【山本】　補足ですが、2014年、内閣府に設けられた
独占禁止法審査手続についての懇談会で公正取引委
員会は、弁護士との通信文書が立証のための決定的
な証拠になったという事案はないと説明していま
す。それから米国司法省反トラスト局の責任者だっ
たスコット・ハモンドという方がNBL1067号（2016
年2月1日号）に書いていますが、この制度によって
むしろ企業におけるコミュニケーション、社内調査
による自主的な実態解明が促進され当局の執行にプ
ラスになっていると指摘しています。ハモンド氏は
LAWASIA東京大会（2017年 9 月）のスピーカーと
して発言した際日本の弁護士は違法の可能性がある
と書面で残さないと聞いて、そんな制度は極めて不
健全であるとおっしゃっていました。

【出井】　重要な問題ですので確認しておきたいので
すが、先ほどご説明があったように依頼者・弁護士
通信秘密保護制度というのは、どういう通信がされ
たかということを開示しなくてもよいという制度で
あって、事実自体あるいは証拠自体を開示しなくて
もよいという制度ではないということですね。それ
から、欧米をはじめとして諸外国において、秘匿特
権、依頼者・弁護士秘密保護制度があることによっ
て実態解明機能が阻害されているから見直した方が
いいのではないかという議論が出ているかという
と、そうではない。むしろこの制度があることに
よって弁護士と依頼者とのこ間のやり取りは促進さ
れると全体的には実態解明についてもプラスの方向
に働く制度であるというご意見ですね。それでは第
二の問題、濫用の問題について下平さんからお願い
します。

【下平】　米国の訴訟や当局の調査での実務をご紹介
すると、当事者はまず自分の弁護士に対しては事件
に関係のある書類をすべて出します。弁護士とのや
り取りを含めてですね。これを弁護士から当局に出
すときに秘匿特権の対象の書類は出さないのですけ
ど、書類自体をなかったことにするのではなく、こ
の書類は誰某と誰某の間のコミュニケーションで
あって秘匿特権の対象であるという説明をつけた秘
匿特権対象書類の一覧表を出すことになっていま
す。その一覧表を見て何か不審に思えば、当局が第
三者に判定を求める、裁判であれば裁判所に判断を
求めるというような手続になります。不当に隠した
りすれば弁護士も責任を問われかねませんので、隠
蔽は行われにくいのではないかと思います。

【山本】　証拠隠蔽、検査妨害に当たるような行為
は、依頼者・弁護士通信秘密保護制度の下でも保護
されないことについては異論がなく、国際的合意が
確立していると思います。そして、保護の範囲にあ
たるか否かの判定手続が、下平さんご紹介のように
アメリカでも実務上機能していますし、ヨーロッパ
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でも存在します。例えば、ＥＵの欧州委員会による
押収手続の場合、当事者が保護対象であると主張す
る資料は、当局は預かる際に封印などをして調査担
当者はその時点で内容を見ませんが、欧州委員会の
中で、調査担当部局とは別の部局の判定官（ヒアリ
ングオフィサー）が聴聞手続を実施し、保護の対象
か否かを判断します。その判断に異議がある場合
は、最終的には裁判所の判断を仰ぐことになりま
す。このように、米国でも欧州でも、第三者が資料
の内容を見て判断しますので、弁護士との通信であ
るという口実による証拠の隠滅などできないような
仕組みなのです。なお、もちろん日本においても、
弁護士の問題行為については弁護士会に懲戒の権限
があり、適切な情報提供を受けて適切な懲戒がされ
ることになります。

独禁法改正の動きに関連して

【出井】　独禁法改正の動きについて、それから公正
取引委員会の研究会について、山本さんからお願い
します。

【山本】　2009年12月 9 日に公取委担当政務三役が決
定した「独禁法改正に関する基本指針」において、
弁護士立会権、秘匿特権などの防御権を確保する方
策については中立的検討の場で検討するとされまし
た。2013年に改正独禁法が成立した際も「事件関係
人が十分な防御を行うことを確保する観点から検討
を行う」ということで、法律公布後一年を目途に結
論を得ることが附則で規定されました。これを受け
て2014年 2 月に内閣府に独禁法審査手続についての
懇談会が設けられ、具体的に秘匿特権を含む事業者
の防御権について議論されたのですが、懇談会の最
終報告書では、実態解明機能を阻害するおそれがあ
るとの懸念を払拭するには至らなかったことから、
現段階で秘匿特権を導入することは適当ではないと
の結論が書かれました。ただし全面的に導入を否定
するものではなく、十分検討に値する制度であるこ
とから今後調査権限の強化の問題と並行して懇談会
で示された懸念や疑問点を解決できるよう一層議論
が深められることが望まれるとされています。2017
年 4 月に公取委の独占禁止法研究会が報告書を出し
まして、新たな課徴金限免制度をより円滑化する観
点から、運用において新たな課徴権限免制度の利用
にかかる弁護士とその依頼者（事業者）のコミュニ
ケーションに限定して実態解明機能を損なわない範
囲において、証拠隠滅等の弊害防止措置を併せて整
備することを前提に、秘匿特権に配慮することが適
当であるとしました。権利として認めない点も不十
分ですし、公取委の実態解明機能を損なわない範囲
において配慮するとされており、依頼者と弁護士の
間の自由なコミュニケーションを促進する観点に照
らして、本来的な制度趣旨には沿っていないものと
思います。その後、自由民主党の競争政策調査会等
で議論が継続しています。

【出井】　独禁法改正の問題に関して依頼者・弁護士
通信保護を独占禁止法の中に入れると他の法律にも
波及するのではないか、したがって慎重にならざる
を得ないのだと言われることがありますが、この点
についてはどうお考えですか。

【佐成】　一般論として、法律ごとに立法事実や目的
が異なりますので、法制上の不整合を生じるという
ものではなくて、むしろ規制当局の懸念と言います
か、新しいものが加わると何か困ったことが起きる
のではないか、という抽象的な懸念があるだけでは
ないかと思います。

【山本】　民事・刑事・行政の各手続を考えると、弁
護士との通信について保障が一切何もないのは行政
手続であり、問題になっているのは独禁法というこ
とですね。通信秘密保護を導入した方が、民事・刑事
には近づくことになります。行政の中で独占禁止法
に導入する点ですが、日本の行政調査というのは各
分野多種多様なので、それぞれの分野で独自に調査
に関する手続が定められており、法体系上の矛盾は
ありません。民事訴訟法の大家の伊藤眞先生が2018
年 6 月の判例時報2367号誌上で独禁法における通信
秘密保護制度の導入について議論しておられ、独占
禁止法に導入することが法体系上矛盾ということは
なかろうという立場でご見解を示されています。

今後の議論の展開について

【出井】　いろいろお話を伺いましたが、最後にこの
問題に関して、国会議員の方々に望むことを含め、
各自まとめの発言をお願いしたいと思います。では
下平さんから。

【下平】　本日は主として
独禁法の関係でこの通信
秘密保護という議論をさ
せていただき、非常に勉
強になりました。いろい
ろ技術革新が進み、その
うちAIが値段を決める
のではというような話も
出てきて事業の環境なり
前提が大きく変わってい
く中で、事前・事後にか
かわらず弁護士の意見を
いただきたい場面はどんどん増えていくことが予想
されます。例えば、日本もグーグルやアマゾンのよ
うなプラットフォーマーを産み出すといったことを
目指すべき議論もあり、それはその通りと思います
が、革新的なことをやろうとするときには既存の法
制度との整合性が問題になることも多いので、そう
いう場合に安心して弁護士に相談できる環境がぜひ
整っていくといいなと思っております。
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【山本】　公正取引委員会の執行力を強化すること、
そのために協力促進型の手続を整備することについ
ては、日弁連としても異論がないところだと思いま
すが、制度がうまく機能するためには、やはり事業
者が弁護士と自由にコミュニケーションが取れるこ
とが必要です。特に重要だと思っていますのは、調
査協力に弁護士とのコミュニケーションの問題が従
属するような制度であってはならないということで
す。当局に協力するか否かの意思決定の前段階で弁
護士とのコミュニケーションを保護するという保障
がなければ、結局そのコミュニケーションは促進さ
れないということが世界の共通の経験であると強調
したいと思います。むしろ事業者と弁護士の間でコ
ミュニケーションが促進されれば、調査協力も進み
執行の円滑化にも資するということです。また、違
法行為かどうか、過去に起こった事実について弁護
士に相談できることも大事ですけれども、企業がな
にかアクションを取る前に、独禁法の観点から適正
か、新しい事業をする前に独禁法上の問題がないか
をアドバイスを受けながらビジネス展開していくこ
とが大変大事ですので、事業者と弁護士の間のコ
ミュニケーションの確保は時期的に早ければ早いほ
ど保障されるべきだと思います。それが確保されれ
ば違法行為を未然に防ぐことができるわけですか
ら、消費者の利益にも叶うことでありまして、その
観点からも事業者と弁護士のコミュニケーションが
大事だということを強調したいと思います。

【佐成】　この制度は弁護士の権利ではなく、まさに
依頼者の権利であって、依頼者が抱える複雑な法律

問題、経済取引等についての懸念をすべて弁護士に
包み隠さず話すことにより行動の自由を確保できる
制度であり、弁護士の適正な助言・援助を通じて社
会において司法インフラが健全で適正に機能するこ
とが基本的な目的であるという理解が世界共通なわ
けです。独禁法の執行を阻害するものでは全くな
く、むしろこれを欠く現状こそ自由と民主主義を重
んじる日本の国際社会における位置を非常に貶める
ものではないかと危惧します。

【出井】　最後に佐成さんが重要なことをおっしゃっ
たと思います。依頼者・弁護士通信保護制度という
ものは弁護士の権利、弁護士の利益のための制度で
はなくて、依頼者の権利、依頼者の利益のための制
度であるという点です。それからもう一つ、本日は
独占禁止法の改正に関して通信保護について議論し
ましたので弁護士と依頼者である事業者とのやり取
りのことを主に取り上げましたが、依頼者・弁護士
通信秘密保護制度における「依頼者」は事業者だけ
ではありません。消費者である個人やあるいは労働
者が依頼者になることも当然あるわけで、そういう
場面でも弁護士のやり取り弁護士の通信は開示から
保護されるべきだというのがこの制度です。今後、
政党や国会であるいはそれ以外でも議論が深まっ
て、よりよい制度として実現できればと思っており
ます。本日はありがとうございました。

� （2018年10月22日　霞ヶ関弁護士会館）
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懇談会報告

自由民主党（2018年10月30日）
2018年10月30日、自由民主党との朝食懇談会が開催された。自民党からは、柴山昌彦文部科学大臣、門山宏哲法
務大臣政務官、森英介衆議院憲法審査会長、河村建夫民事司法改革推進議員連盟会長、長谷川岳法務部会長、下村
博文憲法改正推進本部長をはじめ24名の国会議員が出席さ
れ、日弁連及び弁政連からは、菊地裕太郎会長、村越進理
事長をはじめ弁護士27名が出席した。
日弁連からは、「日弁連、弁護士会の災害対応について」
に関し災害発生時の弁護士の意義・機能等について、「国
際仲裁、調停」に関し東京での国際仲裁施設の開業を目指
す等の説明がなされた。その後、入管法改正など外国人の
労働問題や人権問題、少年法の適用年齢の引下げ、憲法改
正、法曹養成制度等々、幅広いテーマで活発に意見交換が
なされた。� （企画委員会副委員長　清水�紘武）

公明党（11月13日）
2018年11月13日、公明党との朝食懇談会が開催された。公明党からは、山口那津男代表、北側一雄副代表、斉藤
鉄夫幹事長、石田祝稔政務調査会長をはじめ、12名の国会議員が出席され、日弁連及び弁政連からは菊地裕太郎会
長、村越進理事長をはじめ28名が出席した。
日弁連から提示されたテーマは、「日弁連、弁護士会の
災害対応について」と「少年法改正（対象年齢の引下げ）
について」であり、日弁連、弁護士会の災害対応について
は、公明党側から見解が述べられるとともに、日弁連で作
成した「被災者支援チェックリスト」及び「被災者生活再
建ノート」について関心が寄せられた。少年法改正につい
ては、対象年齢の引下げについて、法曹出身の議員をはじ
めとする国会議員からの関心も高く、活発に意見交換がな
された。� （企画委員会副委員長　丸尾�南都子）

立憲民主党（11月 6 日）
2018年11月 8 日、立憲民主党との朝食懇談会が開催された。立憲民主党からは枝野幸男代表、福山哲郎幹事長、
辻元清美副代表及び山尾志桜里法務部会長をはじめ18名の国会議員が出席され、日弁連及び弁政連からは菊地裕太
郎会長、村越進理事長をはじめ28名が出席した。
村越理事長、菊地会長及び枝野代表からの挨拶の後、太
田副会長及び高橋副会長より「日弁連、弁護士会の災害対
応について」、「少年法改正（対象年齢の引下げ）について」
に関して説明がなされた。その後、立憲民主党議員から
は、入管法改正案や憲法審査会等の国会情勢、公文書管理
体制の充実、並びに種子法廃止や漁業法改正等について問
題提起がなされた。また、多くの法曹人材の政界への進出
を期待する旨の発言もなされた。
� （企画委員会副委員長　三雲�崇正）

秋の政党朝食懇談会
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国民民主党（11月15日）
2018年11月1５日、国民民主党との朝食懇談会が開催された。国民民主党から、玉木雄一郎代表、古川元久代表代
行、平野博文幹事長、階猛憲法調査会長をはじめ ９名の国会議員が出席された。日弁連及び弁政連からは、菊地会
長、村越理事長をはじめ３0名が出席した。
日弁連から提示されたテーマは「弁護士会の災害対応に
ついて」及び「少年法改正（対象年齢の引下げ）について」
であった。日弁連での取り組みとして被災者支援チェック
リストや被災者生活再建ノートの紹介がされ、また、少年
法の成人年齢引き下げに反対する論拠が説明された。国民
民主党の議員の方々からは、日弁連から提示されたテーマ
に留まらず、死刑制度の存廃に関する議論状況や、外国人
技能実習生の問題、法曹養成制度の問題などについて活発
な意見が出された。　�（企画委員会委員長代行　豊田�賢治）

懇談会資料

当日の説明資料は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。
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2018年11月26日午後 6
時半から弁護士会館にて
丸山和也議員を招いて懇
談会を開催した。丸山議
員は、2007年に自由民主
党から参議院選挙（比例
代表）に出馬して当選さ
れ、現在 2期目を務めて
いる弁護士議員である。
参議院では法務委員会、
予算委員会、決算委員会
等に所属し、自由民主党
の司法制度調査会長や法
務部会長を務める等、弁
護士議員として重責を
担ってきた。
懇談会では、政治家としての在り様と法曹としての職業的良心との間の葛藤や、「法の支配」の意義、欧米諸国に

おける児童に対する道徳教育と日本におけるそれとが根本的に異なることなど、きわめて興味深いお話が披露され
た。弁政連の企画委員約10名のほか弁政連役員、日弁連関係者、司法修習生が出席して、丸山議員に対して続々と質
問がなされたが、丸山議員はそれぞれの質問に対してご自身の知見を交えて積極的に応答してくださり、非常に充実
した懇談会となった。進行役としては、その後の懇親会の開始時刻を気にして質問を打ち切らざるを得ないほどで
あった。� （企画委員会委員長代行　豊田�賢治）

法の支配と政治をめぐって ～丸山和也参議院議員と懇談～

弁政連が推薦し当選された議員の抱負
衆議院比例代表選挙（九州選挙区）繰上補充 （2018年11月21日）

敬称略

宮﨑 政久
自由民主党
衆議院 比例九州・沖縄 2 区
国政復帰しました。力強い司法の実
現へ、これまで以上に働きます。

コンプライアンス重視の制度づくりと利用者目線での司法制度改革をさらに進めましょう。（さいとう）
新年おめでとうございます。皆様新しきよきスタートをお切りになりますように。（おがわ）
弁政連広報委員10年目に突入しました。今年もよろしくお願いします。（なぎら）

2019年の「今年の漢字」は『楽』がいいな～と思う年初です。（いとう）

編集後記

実施日 支　部 活　動　概　要

2018年
8 月 8 日 岐阜県 2 月に新任された柴橋正直岐阜市長と懇談し、市と弁護士会が連携できる課題等について情報・意見を交換した。

9 月14日 奈良県 衆議院法務委員・小林茂樹衆議院議員（奈良 1 区＝自由民主党）と懇談し、「日本における少子・高齢化社会と司
法の役割」について意見交換した。

9 月22日 京都府 自由民主党京都府支部連合会（会長＝二之湯智参議院議員）と京都弁護士会役員との懇談会を主催し、「空き家対
策」「特殊詐欺被害対策」について情報・意見を交換した。

8 月 7 日

三重県

「新政みえ」の団体懇談会に出席し、高齢者問題、消費者問題、司法修習生の身分保障及び谷間世代救済に関する
要望を行った。

8 月27日 自由民主党三重県連の要望聞き取り会に出席し、高齢者問題、消費者問題に関する要望を行った。

9 月22日 公明党政策懇談会に出席し、高齢者問題、消費者問題に関する要望を行った。

10月30日
鈴木英敬三重県知事と意見交換を行い、ＤＶ対策・配偶者暴力相談支援センターの機能強化、消費者被害問題（組
織体制の強化、人員確保、消費者教育推進等）に関する要望を行い、県側からは、犯罪被害者条例の制定への協
力が求められた。

支部活動ヘッドライン　2018年 8 月－10月


